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   （仮称）東郷町障がい福祉ビジョン 2021 策定業務プロポーザル募集要項 

 

 

１ （仮称）東郷町障がい福祉ビジョン 2021 の内容 

⑴ 第５次東郷町障がい者計画 

⑵ 第６期東郷町障がい福祉計画 

⑶ 第２期東郷町障がい児福祉計画 

 

２ 目的 

本プロポーザルは、令和３（2021）から令和８（2026）年度までを計画期間とし

た障害者基本法に基づく第５次東郷町障がい者計画、令和３（2021）から令和５

（2023）年度を計画期間とした障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく第６期東郷町障がい福祉計画及び令和３（2021）から令和５

（2023）年度を計画期間とした児童福祉法の規定に基づく第２期障がい児福祉計画

を策定するにあたり、総合的に支援する事業者の選定手続きについて必要な事項を定

める。 

 

３ 業務概要 

 ⑴ 業務名 

   （仮称）東郷町障がい福祉ビジョン 2021 策定業務 

 ⑵ 委託期間 

   契約締結の日から令和３年３月１９日まで 

（ただし、令和２年度は予算措置を前提とします。） 

 ⑶ 業務内容 

   別紙「（仮称）東郷町障がい福祉ビジョン 2021 策定業務委託仕様書」 

⑷ 業務スケジュール 

  令和元年６月  業者決定・委託契約締結 

  令和元年 12 月 （仮称）東郷町障がい福祉ビジョン 2021 に関するアンケート

調査票完成 

  令和２年１月  アンケート調査・団体等ヒアリング調査実施 

  令和２年８月  計画骨子作成 

令和３年１月  パブリックコメントの実施 

令和３年３月  計画書及び概要版印刷・納品 

 

４ 業務委託費限度額 

  ５，９５０，０００円（消費税及び地方消費税含む。） 

   平成３１年度分：２，８４８，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

   令和２年度分 ：３，１０２，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

   ※ただし、令和２年度は予算措置を前提とします。 
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５ 参加資格要件 

  本業務の企画提案に参加できる者は、以下の条件を全て満たすものとする。 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のいずれに 

  も該当しない者 

 ⑵ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更生手続き開始の申し立て 

  がなされていない者 

 ⑶ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、再生手続き開始の申し立て 

  をなされていない者 

 ⑷ 平成３１年度のあいち電子調達共同システム（物品等）による入札参加資格者名

簿に登録されている者 

 ⑸ 東郷町指名停止取扱要領（平成９年４月１日施行）に基づく指名停止措置を、平 

  成３１年４月１日から本委託業務の契約候補決定の日までの間に受けていない者

であること。 

 ⑹ 東郷町暴力団排除条例（平成２４年条例第２７号）に規定する暴力団、暴力団員

又は暴力団等に該当しないこと。 

 ⑺ 国及び都道府県又は市町から発注された障がい者計画・障がい福祉計画、子ど

も・子育て支援事業計画、高齢者福祉計画の受託実績があること。 

 

６ プロポーザルの概要 

 ⑴ 名称 

   （仮称）東郷町障がい福祉ビジョン 2021 策定業務プロポーザル 

 ⑵ 事務局 

   〒４７０－０１９８ 

   東郷町大字春木字羽根穴１番地 

   東郷町福祉部福祉課障がい者福祉係（担当：安部、都築） 

   ＴＥＬ  ０５６１－５６－０７３２ 

   ＦＡＸ  ０５６１－３８－７９３２ 

   E-mail  tgo-fukushi@town.aichi-togo.lg.jp 

 ⑶ 実施スケジュール 

ア 募集要項の公表    平成３１年４月２６日（金） 

イ 質問書の提出期限   令和元年５月１５日（水）午後５時 

ウ 質問書の回答     令和元年５月１７日（金） 

エ 参加表明の申出期限  令和元年５月２０日（月）午後５時 

オ 企画提案書の提出期限 令和元年５月２７日（月）午後５時 

カ プロポーザル実施日  令和元年６月３日（月）午後 

キ 審査結果の通知    令和元年６月７日（金）（予定） 

 

 

mailto:tgo-fukushi@town.aichi-togo.lg.jp
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７ 応募の手続き 

  応募は、応募者１者につき１提案とします。応募にあたっては、後述のとおり参加 

 表明書等を提出してください。 

 

８ 参加表明書の提出 

 ⑴ 提出期限 

   令和元年５月２０日（月）午後５時まで 

 ⑵ 提出書類 

  ア 参加表明書（様式１） 

  イ 会社概要（様式２） 

 ⑶ 提出先 

   東郷町役場福祉部福祉課 

 ⑷ 提出方法 

   直接又は郵送（郵送による場合でも締切日必着とする。） 

⑸ 提出部数 

  １部 

 

９ 質問の受付及び回答 

  募集要項に関して不明な点がある場合は、次の方法で質問書を提出すること。 

 ⑴ 提出書類  

質問書（様式３）による。 

 ⑵ 受付期間 

   平成３１年４月２６日（金）から令和元年５月１５日（水）午後５時まで 

 ⑶ 提出先 

   東郷町役場福祉部福祉課 

 ⑷ 提出方法 

   質問書（様式３）を直接、郵送又は電子メールによる。電子メールの場合は、送

信後に確認のため必ず電話連絡をすること。 

 ⑸ 質問に対する回答 

   全ての質問を取りまとめた後、令和元年５月１７日（金）を目途に町ホームペー

ジにて回答を公表する。    

  

10 企画提案書等の提出 

 ⑴ 提出期限 

   令和元年５月２７日（月）午後５時まで 

 ⑵ 提出書類 

  ア 企画提案書届出書（様式４） 

イ 企画提案書 

    Ａ４版（縦横問わず）で作成をしてください。ただし、資料の作成上Ａ３版と 
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した方が確認しやすい場合は、Ａ３版の利用を可とします。 

東郷町職員と業務担当予定研究員の役割分担及び作業項目についても記載し

てください。 

  ウ 業務実施体制 

本業務実施に関わる組織、担当予定研究員名及び履歴書、人数等を提出してく

ださい。 

  エ 類似する受託業務実績 

    本業務に類似する計画策定等の一覧表を提出してください。 

  オ 作業工程 

    業務スケジュール等を提出してください。 

  カ 見積書及び見積内訳書 

    必要経費については、業務内容及び人件費等の積算根拠（内訳等）が分かるよ

うに、見積金額とその内訳書を提出してください。 

 ⑶ 提出先 

   東郷町役場福祉部福祉課 

 ⑷ 提出方法 

   直接又は郵送（郵送による場合でも締切日必着とします。） 

 ⑸ 提出部数 

   ７部（正１部、副６部） 

 

11 プロポーザル参加事業者によるプレゼンテーション等の実施 

 ⑴ 開催日時 

   令和元年６月３日（月）（予定） 

 ⑵ 開催場所 

   東郷町役場２階 第３会議室 

 ⑶ 開催内容 

   提出した企画提案書に基づき、プレゼンテーション及び質疑を実施 

 ⑷ 時間配分 

   プレゼンテーションは１者あたり２０分以内とします。その後、質疑等を行いま 

す。 

 

12 業務委託先事業者の選定方法等 

 ⑴ 審査体制 

   町が設置する選定委員会において、審査・選定を行う。 

 ⑵ 審査方法 

   プレゼンテーション実施後、（仮称）東郷町障がい福祉ビジョン 2021 策定業務

に係る企画提案書審査要領に基づき審査を行い、最も評価の高い応募者から第１位

契約候補者及び第２位契約候補者を選考します。 

 ⑶ 審査結果通知 
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   審査の結果については、令和元年６月７日（金）頃に参加事業者あてに通知 

するほか、ホームページ等で審査の点数を公表します。 

 なお、契約候補者のみ名称を公表します。 

 

13 契約締結 

 ⑴ 町は、最も評価が高い者を業務委託の契約候補者として、契約締結交渉を行いま 

す。 

 ⑵ 第１位契約候補者が次の失格条項に該当すると認められた場合又は町と契約締  

結交渉が不調となった場合は、第２位契約候補者と契約交渉を行うことができるも

のとします。 

  ア 参加資格要件を満たさない場合 

  イ 本要項を遵守しない場合 

  ウ 提出書類等に虚偽の内容が記載されている場合 

  エ 審査結果に影響を与える工作など、不正行為が行われた場合 

  オ その他、本事業の遂行に不適切と町が判断した場合 

 ⑶ 選定後、応募者の資格要件を満たさなくなった場合又は実地体制が著しく変わっ

た場合は、契約候補者としての資格を取り消すことがあります。 

 

14 その他 

 ⑴ 本プロポーザルに係る参加者側の費用は、全て参加者の負担とする。 

 ⑵ 提出書類等で用いる用語は日本語、通貨は日本円とする。 

 ⑶ 書類提出後の企画提案書等の修正又は変更は認めない。ただし、やむを得ない理

由により修正又は変更が生じた場合で、町が承諾した場合については、この限りで

ない。 

 ⑷ 提出書類等は、返却しない。また、必要に応じて補足資料等を求める場合がある。 

 ⑸ 提出書類等に記載された情報は、本業務以外の用途に使用しない。 

 ⑹ 参加表明後に辞退する場合は、参加表明辞退書（任意様式）を提出すること。 

 ⑺ 業務を処理するために、個人情報を取扱う場合は、個人情報及びプライバシーの

保護に努めなければならない。 

 ⑻ この要項に定めるもののほか、必要な事項が生じた場合は、その都度協議するも

のとする。 


